
平成２３年度優先度判定パブリックコメント結果 

No. 属性 年代
府省
名

施策
番号

施策名
ご意見概

要
ご意見 その理由

7601

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

このまま
推進す
べき

特に若手研究者の自立
支援を推進する「若手
研究者養成システム改
革」は、今後もっと強く
推進すべきだと思いま
す。

若手研究者のキャリア
パスとして、非常に重要
な施策です。 国の施
策として、「若手研究者
養成システム改革」を推
進することは、大学側に
も業績のでない古株の
世代交代を迫ることに
なり、日本の研究の発
展に寄与すると考えら
れます。 ただし、短期
間で成果を求める制度
は、研究の質を落とすこ
とにもつながりかねない
ため、長期的な視野を
もってじっくりと研究を進
められる若手研究者に
は、最低10年の継続的
なサポートが必要だと
考える（もちろん適切な
審査体制が必須であ
る）。

7602

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

若手研究者が今後も優
れた研究をするため
に、予算を付けて人材
育成を支援するべきだ
と思う。

日本では、きわめて優
秀な若手研究者が多く
いるにもかかわらず、そ
の活躍の場、研究を遂
行する場が余りにも少
なく、国立大学の教員
には数十倍もの倍率で
ないとそのポストを得ら
れない。優秀な人材を
活用できないのは人材
や国家予算の無駄にな
ってしまう。このため、
日本の科学の発展のた
め、本事業の推進を希
望する。

7603
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24137
アルマ計画
の推進

このまま
推進す
べき

日本が主導していたプ
ロジェクトで、予算のた
めに、遅れをとって、他
国との競争で遅れをと
ることは、改善して、最
先端の研究の競争で主
導してほしい。

このような大規模プロジ
ェクトは数十年に１度の
もの。ここで遅れをとっ
ては今までの苦労やか
けた費用が報われず今
後の展望も開けない。

7604

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

重要な案件なので、こ
のまま維持すべきであ
る。

資源の維持は、国家プ
ロジェクトとして行わな
いと、大規模で価値の
高い資源の維持は難し
いから。
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7605

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

本施策は研究者の自由
な発想に基づき、人文・
社会科学から自然科学
まで全ての分野にわた
る「学術研究」の基盤で
ある。

多様な資金獲得制度が
あってこそ多様な人材、
研究が育ち、ユニーク
で貴重な成果が 
生まれると考えるから。

7606

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

J-PARC、RIBFの推進
やKEKB高度化など、先
端加速器による基礎科
学を進めてほしい。

この加速器は世界最高
の性能をもち、世界の
研究者から待望されて
いたものである。この計
画を一層推進すること
で、日本が当分野で世
界を確実にリードでき
る。

7607

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

本計画は、博士後期課
程を推進する計画であ
るため、推進していくべ
きであると考える。支援
内容として、国際舞台で
の発表などを積極的な
支援を行うべきである。
そこで、学会参加費や
渡航費などを対象とし
た財政的支援を望む。 
さらに、支援対象研究
者が集中して自身の研
究に打ち込むために、
研究者の生活について
も引き続き財政的支援
を行う必要があると考え
る。 

国際社会でのリーダを
育成するためには、国
際社会における経験が
不可欠であると考える。
そこで、国際社会へ進
出の負担を軽減するた
めに、海外の学会等へ
の参加への支援が必要
であると考える。 
研究者が自身の研究に
打ち込むためには、生
活への不安の軽減が必
要であると考える。生活
への不安がある場合、
生活費を稼ぐために研
究外の作業が必要とな
り、自身の研究の進捗
へ影響してしまう。ま
た、本施策が効果を挙
げるためには、長い期
間の教育が必要である
と考えるので、学部学
生が博士研究員を目指
せるためにも、将来の
生活の不安の軽減が必
要であると考える。 

7608

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、生命分
子システム基
盤研究）

このまま
推進す
べき

さらに強化して推進す
べきです。最新の技術
を用いた実験機器をそ
ろえ、もっと多くの研究
者で行うべきプロジェク
トであると考えておりま
す。

タンパク3000プロジェク
ト、ターゲットタンパクな
どのプロジェクトで培っ
た高い技術や知識を応
用して、国民の福祉に
なるプロジェクトを推進
すべきである。現在、理
研理事長ファンドで創薬
医療技術プログラムが
推進されているが、これ
を行うにあたりさまざま
な領域とのネットワーク
もできあがっている。ア
カディミアで創薬医療技
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術の革新を目指すこと
は、国の未来に重要で
あると考えられる。タン
パク質立体構造の研究
はその鍵である。

7609

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科研費は我が国基礎研
究推進のための中核的
研究資金であり、採択
率20%台という現状は憂
うべきものです。せめ
て、40%少なくとも30%を
超える採択率となるよう
拡充すべきと考えます。

基礎研究は一時の流行
だけに左右されるので
はなく、息の長い積み
重ねが必要です。我が
国では大向こう受けを
狙った一時的な研究資
金を特定の有名研究者
につぎ込む傾向が近年
顕著ですが、こういった
ことが続くと、結果的に
国の予算の無駄遣いに
なるばかりでなく、我が
国の研究体制そのもの
の破壊につながりま
す。研究は富士山のよ
うに広い裾野があって
初めて高い峰がそびえ
るのです。いろいろな個
人対象の研究資金は整
理し、文科省関係は科
研費とCRESTにまとめ
て、安定的な体制の構
築を目指していただけ
ればと思います。

7610

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

厚生
労働
省

25105

生活習慣病・
難治性疾患
克服総合研
究 （１）循環
器疾患・糖尿
病等生活習
慣病対策総
合研究 （２）
腎疾患対策
研究 （３）免
疫アレルギ
ー疾患等予
防・治療研究

このまま
推進す
べき

このまま推進すべきで
ある。

これらの疾患は、罹患
者が多いため今後も継
続して研究を推進して
いく必要がある。特に製
薬会社等民間ではでき
ない、疫学研究や萌芽
的な基礎研究に対して
の支援が重要であると
考えられる。

7611

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

改善が必要に見える
が、実際はよく分からな
いのが本当。

むりに外国人を呼ぶの
は無駄がないだろうか。

本事業は、都市部に資
金や人材が集中する
中、産、学とも数が少な
く、また小規模である地
方では人的交流やシー
ズとニーズのマッチング

本事業は地域の産学官
がそれぞれのポジショ
ンで成果を出しながら
連携し、取り組む事業
であり、従来の産学官
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7612
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24181
イノベーショ
ン

このまま
推進す
べき

などの面で特色を活か
して、地域活性化に極
めて重要な役割を果た
しています。事業の趣
旨でも地域の産学官基
盤の構築等による地域
活性化を目指しており、
大いに賛同し、継続、推
進されるようにお願い致
します。

連携事業に見られる大
学等のシーズを産に技
術移転するばかりでな
く、出口から、すなわち
産の商品化を踏まえて
大学等の研究をリードし
ていく側面も有してお
り、地域の活性化を促
進するために大変重要
である。

7613

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24161
ITER計画（建
設段階）等の
推進

その他

ITER計画に対する人
的・金銭的貢献に対す
る見返りをよく検討した
上で計画を推進すべき
と考える。

ITER計画は実証炉がフ
ランスに建設されること
が決定され、日本はシミ
ュレーションなどの分野
で貢献することになって
いる。しかしながら、六
ヶ所村に導入されたス
ーパーコンピュータは日
本製ではなく、日本から
の人的・金銭的貢献に
対する産業界・学術界
への見返りが不十分で
ある。スーパーコンピュ
ータは日本製を使用す
るなど国内産業への見
返りがある形で計画を
推進すべきである。

7614

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122
ターゲットタ
ンパク研究プ
ログラム

このまま
推進す
べき

ターゲットタンパク研究
プロジェクトは推進すべ
き重要課題であると考
える。

ポストゲノムの時代へと
突入した現在、今後の
生命現象の解明におい
てタンパク質研究が脚
光を浴び、バイオ研究
において大きなプライオ
リティーを持ってくること
が考えられる。 
また、薬剤開発におい
ては、タンパク質の立体
構造を元に設計された
薬剤も今後増えてゆくこ
とが考えられる。この様
な流れの中で、重要課
題に対し各研究機関と
の連携を取り、国家規
模で取り組むこの研究
プログラムは将来的に
重要な意味を持つと考
える。 

大学・
公的
研究
機関 40～ 文部 博士課程教 このまま

日本の将来を背負う優
秀な人材の育成は社会
に取って最重要課題で
ある。昨今の経済状況
を反映して将来に不安
を覚えるあまり、博士課
程を終了せずに就業す
る優秀な大学院生が増
加して来ているが、この

９０年代より行われた大
学院拡充の第一陣はほ
ぼ収斂したかに見られ
る。しかし、同時に大学
院教育のフォーカスが
ぼけて、トップランクの
人材の育成という目的
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7615

（独
法・公
設試
等）

49歳 科学
省

24012

育リーディン
グプログラム

推進す
べき

流れに歯止めをかける
ために有効な施策であ
る。是非とも推進してい
ただきたい。また、博士
号取得者の能力や就業
について企業の意識改
革を必要としていること
にも配慮がなされてい
ることは評価出来る。

達成の阻害要因となっ
ている部分もある。今一
度、大学院教育のあり
方を検討し本来の機能
を果たせるべく軌道修
正をすることは、日本の
将来にとって望ましい方
向である。

7616
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金で行
われている研究は、直
ぐ社会に還元できるも
のでないが、年月がた
って我々の生活に大き
く役立つものだと思われ
るため、これからも十分
な支援が必要。 
要求どおりに予算を認
めること望む。

科学技術が進歩するこ
とは生活にとって重要
である。

7617

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、生命分
子システム基
盤研究）

このまま
推進す
べき

生命の分子システムを
解明することは、人類に
とって非常に重要であ
り、そのための研究は
継続していく価値がある
と思います。

生命の分子システムを
解明し、理解することで
医学への応用などの未
来につながり、生命の
成り立ちから過去を知
る・探ることができると
思います。

7618

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

環境
省

29106
地球温暖化
対策技術開
発等事業

このまま
推進す
べき

炭酸ガスは地球環境制
御に大切です。

炭酸ガス佐九玄制御は
地球環境に大切で科学
技術的の可能であるこ
とがわかっています。

7619

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

農林水産省のジーンバ
ンクとの連携をはかる

重複しているものあると
思われるし，互いに補
完するものもあると思わ
れるから

7620 大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

40～
49歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

RIBFは今まさに本格的
な稼動をはじめたところ
で、新しい同位体を多
数発見するなど、華々し
い成果をあげており、原
子核の実験研究におい
て世界をリードしてい
る。今後、欧米やアジア
の他の国でも新施設が
稼動し、競争が激しくな
ることが予想されるが、
RIBFにおける大型装置

大型加速器を使用する
原子核研究は、小さな
研究所や研究室で行う
ことはできず、RIBFのよ
うな施設を利用すること
になる。RIBFにおける
研究環境の優位性を維
持することは、国内の人
材育成に役立ち、また
優秀な人材を外国から
集めることにもつなが
る。さらに実施される研
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等） の投資や運転資金を減
らすことなく研究環境の
優位性を保持すべきで
ある。またこれにより研
究人材(大学研究者・学
生等)の育成に大いに
役立つはずである。

究は宇宙と原子核の成
り立ちを明らかにすると
いう、基礎科学の発展
に貢献するものであり、
それに携わることはわ
が国の誇りになる。

7621

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

このまま
推進す
べき

現在の日本における、
留学生の数は年々少な
くなっているという事実
は、日本の学力に大き
なダメージを与えると思
われる。現在の若手の
チャレンジ精神が低いと
説教を言うことは簡単だ
が、海外へ派遣させる
場を作ることは非常に
困難である。それは現
在の不況にも影響され
ているのかもしれない。
しかし留学する場を増
やし、世界水準の研究
に触れる機会を増やす
ことは非常に重要だと
思う。

世界水準の研究に触れ
ることで、発想力・開発
力が成長すると思われ
るからです。それは現
在の不況を打破するこ
と、日本を元気のある
国にすることの重要な
鍵となるはずです。よっ
て私は頭脳循環を加速
する若手研究者戦略的
海外派遣事業を力の限
り応援します。

7622

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24116
オーダーメイ
ド医療の実
現プログラム

このまま
推進す
べき

これまでに本施策によ
って収集された、膨大な
サンプル（DNA・血清）
および臨床情報は大変
価値のあるものであり、
その維持と活用は、社
会全体に直接的かつ迅
速に還元できる重要な
意味をもつため、本施
策はきわめて優先度が
高いと考えられる。

科学技術分野の最重点
化課題として「ライフ・イ
ノベーションの推進」と
あるように、国民が健康
的に生きるための施策
は重要である。その中
でも、本施策によりつく
られた日本人集団のバ
ンク（DNA・血清・臨床
情報）は、他に類を見な
い大規模なものであり、
今後、医学分野の基礎
研究の発展のみなら
ず、疾患の予防・治療
に直結する可能性を有
すると考えられるため、
優先度が高いと思われ
る。

7623

大学・
公的
研究
機関
（独

20～
29歳

文部
科学

24143

グローバル
COEプログラ

このまま
推進す

このまま推進すべきと
考えます。

タイムズ・ハイヤー・エ
デュケーションの世界
大学ランキングで、日本
の東京大学がアジアト
ップの座を香港大学に
譲ってしまいました。こ
れは、世界的な評価が
後退していることを示唆
し、他国からの人材と協
力して研究を行っていく
ことが難しくなっていき
ます。評価低下の理由
の一つが「高等教育に
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法・公
設試
等）

省 ム べき おける最近の財政削
減」が挙げられているそ
うです。日本の大学院
の教育研究機能を一層
充実・強化、国際的に
卓越した研究基盤の下
で世界をリードする人材
育成を図るこの事業を
推進し、国際力を高め
る必要があると考えま
す。 

7624
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

地域の貢献・支援機能
の強化という視点は素
晴らしいと思いますが、
研究自体の駆動力とな
る助成金または補助金
も重要です。地域の基
盤研究となり得る研究
テーマに対しても助成
支援が為されるよう制
度設計の改善を望みま
す。更に、関係府省の
支援メニューについて
も、メニューを用意する
だけではなく、文部科学
省より各メニューを効果
的に活用するアテンド
が重要と思われます。

研究・開発に対するイン
フラ整備は大変重要で
すが、それのみではコ
ンテンツ（研究テーマ）
を効率良く成長させるこ
とが困難です。インフラ
を現実的に起動させる
ためにも、初例として研
究テーマを推進する必
要があり、スタートアッ
プ時には研究テーマ自
体にも補助が必要と考
えます。また、イノベー
ションシステム整備事
業で得られつつある成
果の更なる育成の場と
してこの施策を活用で
きるのであれば、尚のこ
と研究費が必要です。

7625
民間
企業

20～
29歳

経済
産業
省

27134

グリーン・サ
ステイナブル
ケミカルプロ
セス基盤

このまま
推進す
べき

エネルギーコスト削減
の面からも是非推進す
るべき

同上

7626

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24006

ライフサイエ
ンスデータベ
ース統合推
進事業

推進す
べきでは
ない

必要性がなく、推進す
べきでない。

ライフサイエンスデータ
ベースを統合する必要
がない。既に遺伝子や
タンパクのデーターベー
スは充実されており、い
まさら予算をつぎ込む
べきでない。むしろ、科
学研究費補助金や戦略
的創造研究推進事業等
の基礎研究のための研
究費を充実させるべき
である。

7627

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24006

ライフサイエ
ンスデータベ
ース統合推
進事業（仮
称）

このまま
推進す
べき

このまま推進すべき

研究者の採取したデー
タをデータベースとして
維持管理する組織は必
要。

大学・

7



7628

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

より充実させて推進す
べきである。

すべての大きな成果
は、個々の研究者の自
由な発想による地道な
研究から始まっており、
これを底辺を広げて推
進する必要がある。

7629

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

若手研究者が自立した
研究を推進するのに必
要な制度だと考える。 

若手研究者が自立した
研究を推進するのに必
要な制度だと考える。 

7630

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

テニュアトラック制度
は、若手研究者のモチ
ベーション向上、および
持続可能な知の拠点形
成として、投資に見合っ
たリターンが見込める
制度だと思われる。段
階的には大学の自主性
に任せる必要はある
が、必要な事業として、
このまま推進を行うべき
である。

技術の海外流出が叫ば
れる中、ポスドクを含む
若手研究者のモチベー
ションを高め、知の拠点
を形成していくことは緊
急の課題である。 
既に各大学共に、研究
の強みを打ち出し、新
技術新産業の創出に向
けた活動を始めている
ところではあるが、新成
長戦略の中にもある「持
続可能な社会」を形成
するためには、若い研
究者を成長させ、「人的
資源」として彼らの能力
を引き出すことが重要
である。本事業は重点
的な支援制度として評
価する。

7631

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

このまま
推進す
べき

本プロジェクトで完成さ
れるスーパーコンピュー
ターは世界最高の性能
を持つであろう。研究と
は実験と計算の両側面
からなされるものであり
このコンピューターは日
本がぜひとも手にすべ
きものである。

世界一の性能のスーパ
ーコンピューターによっ
て与えられた結果は、
日本の実験研究の結果
を実証するために確実
に必要である。

7632

大学・
公的
研究
機関
（独

30～
39歳

文部
科学

24178

大型放射光
施設

このまま
推進す

RIBF、J-PARC、
Spring-8など先端加速
器による基礎科学は、
現在我が国は世界 最
高水準にある。日本が
基礎科学で世界最高水
準を維持することは、国
民の教育レベルを高め
るものであり、将来の新

基礎科学は次世代のイ
ノベーションの種を生み
出すものであり、基礎物
理の みならず化学・生
物学研究にも適用可能
な当該分野を軽視する
ことは科学技術 の将来
を閉じる事に値する。研
究・技術水準は人材に
寄るところが大きく、世
界最高の施設で研究を
行う ことは基礎科学の
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法・公
設試
等）

省 （SPring-8） べき 技術や産業の創出につ
ながるものである。長期
的な日 本の発展を促す
ためにも、当該分野をを
引き続き推進すること
で、日本が基礎 科学分
野で世界をリードするこ
とが出来る。

若手研究者ならびに技
術者の育成にとってき
わめて有効である。さら
に当該分野は国際協力
が盛んであり、多くの外
国人研究者が参加して
い る。今後さらに海外
からの人的、資金的な
協力が得られると思わ
れる。

7633

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24173 先端計測
このまま
推進す
べき

科学研究の基盤をなす
計測機器の開発が遅れ
ている。舶来崇拝の考
えがぬけていない。アジ
アの追撃によって日本
の産業が空洞化しよう
としているとき、喫緊の
課題である。

もの作りの基盤は計測
機器であり、ノーベル賞
研究にとっても必須で
ある。

7634

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24180
ナノテクノロ
ジーネットワ
ーク

このまま
推進す
べき

本事業は最先端の設備
共用化を行うことによっ
て、研究開発のスピード
アップ・効率化をはか
り、大学・公的研究機関
が所有・維持してきた英
知をより有効に社会に
フィードバックできる仕
組みであることから、継
続した事業推進が非常
に重要であると考える。

ナノテクノロジーはあら
ゆる産業・研究分野に
必須となってきている
が、その利用に関して
はまだまだハードルが
高くとらえられがちであ
る。そのような壁を取り
除き、幅広いユーザー
にナノテクノロジーが活
用できる仕組みを途切
れることなく提供してい
くことは、我が国からの
イノベーション創出には
欠かせないと考えられ
る。

7635

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24173

産学イノベー
ション加速事
業【先端計測
分析技 術・
機器開発】

このまま
推進す
べき

先端計測の、磁気力場
中での結晶成長に関す
る課題について推進す
べきと思います。

この研究課題は宇宙で
の結晶化の代替技術に
なる可能性があるという
話を聞いています。宇
宙実験はコストや順番
待ちの面で問題がある
とのことですので、代替
技術には大きな期待が
できます。 

7636

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24013
理数学生育
成プログラム

このまま
推進す
べき

理数分野に関して強い
意欲ある学生の能力や
研究意欲をさらに高め
ることを目指し、大学学
部段階における理数系
人材育成に特化した取
組を支援（理数学生育
成支援事業：理数に優
れた能力、意欲を持つ
学生に対し、特別の体
系的なカリキュラム・セ
ミナー・早期研究室配
属の機会を提供する取
組を支援するもの）する

理数分野に関して強い
意欲ある学生の能力や
研究意欲をさらに高め
ることを目指し、大学学
部段階における理数系
人材育成に特化した取
組を支援する等の事業
は、学生の理系離れが
進む中で、理数分野全
体のの人材育成を強化
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とともに、全国の理系学
部生が研究成果を発表
し競い合う場（サイエン
ス・インカレ）を構築する
事業は非常に重要であ
る。

することにつながること
となり、非常に重要な事
業である。

7637
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24177
J-PARC ミ
ュオン

このまま
推進す
べき

ミュオン科学は、21世紀
のエネルギーを生み出
す根本を担う施設であ
り、他研究機関からも期
待されている為、推進
すべきと考えます。

ミュオン科学は、21世紀
のエネルギーを生み出
す根本を担う施設であ
り、他研究機関からも期
待されている為、推進
すべきと考えます。

7638
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

研究者を支援し、研究
活動を強化することは
大事。

若手研究者をぜひ支援
してほしい。

7639
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27128

水素製造・輸
送・貯蔵シス
テム等技術
開発

このまま
推進す
べき

70MPa級の水素ステー
ションの国内での充填
実績は乏しく、耐久性の
検証を重ねる必要があ
る。 
2015年からの普及開始
を目前に控えた現在、
実使用環境下における
水素ステーションの構
成機器の耐久性やシス
テムとしての健全性の
検証は必要不可欠であ
ることから、水素ステー
ションの耐久性検証に
かかる研究事業の継続
を強く希望する。 

ステーション構成機器
の耐久性とシステムとし
ての健全性の検証に
は、システムとして実使
用環境下における繰返
し試験が極めて有効で
あり、抽出された課題が
メーカーにフィードバッ
クされて確実に改良開
発が進められることが
重要であると考えられる
ため。

7640

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24176

光・量子科学
研究拠点形
成に向けた
基盤技術開
発

このまま
推進す
べき

量子ビーム応用研究に
不可欠な量子ビーム技
術は、これからの生命・
バイオ及び物質・材料
研究におけるイノベーシ
ョン創出に不可欠なキ
ーテクノロジーであるの
で、優先的に推進する
べきである。

量子ビームプラットフォ
ーム形成に向けての
光・量子科学研究拠点
形成に向けた基盤技術
開発は人材育成の観点
からも非常に重要であ
る。

7641

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

疾病に関わるタンパク
質の構造解析は、新し
い予防法や診断法の提
供難病の解明等に今後
の医療に大いに貢献す
ると思われるため、推
進すべきである。

疾患や薬剤の投与に関
連する遺伝子やタンパ
ク質の解析は、 
科学的知見に基づいた
新しい予防法や診断法
の提供等，今後の医療
に大いに貢献すると思
われる。

7642

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

20～
29歳

文部
科学
省

24167 固体ロケット
このまま
推進す
べき

固体ロケット開発を継続
すべきである。

固体ロケット技術は液
体ロケット技術とあわせ
て重要なものであり、現
在日本に運用可能な大
型固体ロケットが無い
状況は速やかに脱しな
ければならない。
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等）

7643
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24148
理科教育等
設備整備等
補助

その他
子どもたちが平等に理
科教育を受けられるよう
にしてほしい。

自治体の懐事情に影響
されずに、実験が出来
れば理系の人間が増え
ると思う。理科室をもっ
と整備してほしい。古～
いものが普通に置いて
ある。子どもには是非
科学の面白さを知って
ほしい。 
面白さを知る機会が自
治体、学校ごとに異なる
のはおかしいと思う。 
日本が科学技術立国で
あれば、文科省として自
分たちの給料を削って
でもやるべきことがある
はず。 
無駄ばかりして子どもた
ちに何も与えない、ひど
い国です。 
子どもが一人います
が、二人目をためらい
ます。 
日本人でいいのか・・・・
海外がいいのでは・・・
と。

7644

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

J-PARCと並んで世界
に誇る実験施設であ
り、日本の科学技術の
発展のためにもぜひと
も推進すべきである。

spring-8は国内外の研
究者が利用する日本が
誇る実験施設であり、こ
の分野で日本の世界で
の地位を確立すること
は技術の発展のみなら
ず日本の新たなビジネ
スとして期待できる。

7645
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

現在の電気通信ネット
ワークを全て光信号で
伝送・交換を行うネット
ワーク（オール光ネット
ワーク）への転換は、ネ
ットワークの大幅な大容
量化と低消費電力化を
実現し、我が国の通信
インフラの高度化に大
いに貢献するばかりで
なく、我が国の通信機
器製造業の国際競争力
強化ならびに国際貢献
にもつながり、大いにこ
れらの研究開発を先行
的に進めるべきである。

フォトニックネットワーク
の高度化は、今後、日
本経済の生きる道であ
る情報流通産業の興隆
に不可欠のものであり、
本研究開発を進めるこ
とにより、今後50年間の
日本の経済維持、発展
に大いに貢献する。特
に「革新的光通信インフ
ラ技術」は、世界でこれ
からしのぎを削る分野
であり、いち早く国家と
して、研究開発を支援
すべき分野である。

7646
公益
法人

30～
39歳

文部
科学
省

24153
科学コミュニ
ケーション連
携推進事業
（旧地域の科

このまま
推進す
べき

推進に賛成する。特に、
テクノロジー分野より
も、サイエンス分野に重

先端科学ほど、一般の
人との理解の溝が広
い。科学技術を推進す
るには、税金によらざる
をえないが、理解の溝
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学舎推進事
業）

きをおく。 が広くなるほど、困難に
なる。 

7647

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

このまま
推進す
べき

地域における科学技術
振興は絶対必要。昨年
の事業仕分けで地域の
科学技術振興を否定す
る者が多くいたが、彼ら
は地域に出身者ではな
く、現状を全く認識して
いない。既に地域の産
業基盤が弱体化してい
る中で、大学、地域企
業、官の連携は絶対必
要。なお、審査に当たっ
ては、極力審査員には
市場絶対主義者を排除
すべきであるとともに、
東京近辺での活動を主
とする学識経験者や評
論家も排除すべき。

地域の問題を議論する
ためには、地域の者が
主体となるべき。審査に
当たっても、まずは地域
を重要と考える者が付く
べきであり、前回の事
業仕分けで活躍したよ
うな者は、地域振興の
ことを全く理解しておら
ず、このような者が参画
することはプロジェクト
推進の妨げとなる。

7648

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

このまま
推進す
べき

予算をふやして実施す
べきである。

資源の少ない日本で、
多様な科学技術を発展
させることは、必須であ
り将来への投資であ
る。また、日本国内での
成果が若い人材確保に
もつながると考えるの
で、ぜひ広い分野への
支援をお願いします。

7649

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

大学がしっかりしない
と、人財育成も研究も無
理。

運営費交付金削減で新
しい施設も、リノベーシ
ョンも難しくなっている。

7650

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、生命分
子システム基
盤研究）

このまま
推進す
べき

これまでの成果や開発
目標とされる技術につ
いては、どれもタンパク
質に絡む今後の研究の
発展に有意義である。
ただし、どう絡ませてい
くかは、研究の舵取り役
の資質にかかっていま
す。

兎角、研究は研究者本
位の研究方針で横道に
逸れていき、国民が期
待する成果とはまったく
距離がある成果を研究
者は出しがちです。そ
れは研究者が、大学や
公的研究機関にしか籍
を置いたことが無く社会
に出た経験の無いヒト
に見られがちです。ま
ず、自分がではなく国民
が何を望んでいるかを
真剣に考えて動くべき
です。

7651

公益 40～
文部
科学

24181
イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域

このまま
推進す 地方での産学官連携活

地方経済の活性化には
産学官が連携した取り
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法人 49歳 省 イノベーショ
ンクラスター
プログラム)

べき 動には必要 組みが必要なため

7652
その
他

60歳
～

経済
産業
省

27157

小型化等に
よる先進的
宇宙システム
の研究開発

このまま
推進す
べき

わが国得意技術と半世
紀にわたる宇宙技術・
利用の成果を凝縮した
本施策は、今後のわが
国の宇宙開発利用分
野、特に産業界の継続
的発展に寄与すると考
える

スピード感と継続性が
期待できる

7653

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学・技術関係予算の
質の向上、ひいては、
我が国経済の中長期的
な発展と国民生活の向
上を目指す、という考え
方に賛成です。ただし、
科学研究費補助金によ
って実施されている基
礎分野科学については
十分なご配慮を頂きた
いと思います。基礎科
学の成果は直ちに利益
にはつながりません
が、知的財産の蓄積、
人材育成等で貢献し、
我が国の世界の中での
地位向上に十分貢献し
ます。目先の利益だけ
にとらわれて、基礎科
学を軽視することの無
いよう、お願いいたしま
す。

次のようなエピソードを
もって理由に代えたいと
思います。 
米国のフェルミ研究所
のTevatronという素粒
子研究施設についての
莫大な予算をめぐって
国会において議員と研
究所長との間以下のよ
うなやりとりがあったと
そうです。 
「このような施設を作っ
て、我が国の国防にど
んな利益があるか
ね？」 
「米国を守るべき価値
のある国にすることがで
きます、議員。」 
Tevatronは現在でも世
界最高の素粒子実験装
置としています。

7654

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

日本の優れた女性研究
者を支援する本事業を
推進するべきである。

日本では、優れた女性
研究者が多いにもかか
わらず、まだまだ研究
の世界では男性中心の
社会である。もっと女性
の人材を活用するべく、
研究支援をするべきで
ある。

7655

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24167 固体ロケット
このまま
推進す
べき

固体ロケット研究は、よ
り加速化し、我が国の
宇宙科学をより活性化
できるように積極的に
投資し、加速すべきで
ある。

M-Vロケットの廃止によ
って、日本の得意分野
であった固体ロケット技
術が潰えることのないよ
う、積極的に投資し、有
用な小型、中型ロケット
の開発を行っていく必
要がある。

7656
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24191
第26号科学
衛星
（ASTRO-H）

このまま
推進す
べき

日本の研究所での電波
天文学をぜひ推進して
いただきたい。

とても希望の持てる研
究分野とプロジェクトで
す！

･ 世界の研究動向と国
民のニーズに即応する
オールジャパンで最先

オープン・イノベーション
は国家戦略による思い
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7657
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（WPI)

このまま
推進す
べき

端研究テーマ、大型・長
期プロジェクトの創設を
一定の予算規模で確保
する。 
･ 先端研究は拠点を整
備して、研究開発と同
時に規制新設や改革、
社会実験と社会導入に
係わるシステムづくり等
をモデル事業として推
進する。 

切った資源投入が必須
である。そのためには
科学技術政策の決定メ
カニズムの変革が必須
である。縦割り行政等を
改め、国家重点政策を
オールジャパン（産学政
官）で行う等の改革を行
う。

7658

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金を増
やしていただきたい。ま
してや、減るようなこと
はあってはならないと思
います。基礎研究はこ
れによって支えられて
おり、これを増加させて
いくことは我が国の将
来に大きな恩恵をもた
らすと考えられます。

「すぐに世の中に役に
立つ」、「産業に直結し
ている」といった範疇に
入らない研究は科研費
によってのみ支えられ
ており、科研費は研究
者の既存の枠にとらわ
れない自由な発想をサ
ポートすることができる
唯一の財源と言っても
過言ではありません。そ
して、このような自由な
発想から生まれた研究
が将来上記の範疇に入
るようになるからです。

7659

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARCは日本が誇る
大型最新の大型の複合
型研究施設であり、ぜ
ひとも推進して欲しい。

世界最先端の研究施設
は、その施設で行われ
る研究の発展や若手研
究者や学生の人材育成
に大きな成果が期待で
き、それは将来の日本
の科学技術の基盤にな
るものである。また、そ
の研究テーマから離れ
た部分に関しても新しい
技術の種みたいなもの
が育つ可能性を秘めて
おり（例えば、ヨーロッパ
共同原子核研究機構が
発端となった現在のイ
ンターネットの普及な
ど）、これからも強く推進
していくべきである。

7660 大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

30～
39歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

このまま
推進す
べき

ハイパフォーマンスコン
ピューティングのインフ
ラの構築を進めて欲し
い。プロジェクト申請タイ
プのものの他に、京都
大学基礎物理学研究所
で行われているような、
個人研究者が野心的な
研究を行えるようなタイ

ハイパフォーマンスコン
ピューティングは日本が
世界の最前線で戦って
きた分野であり、これま
でに多くの成果を上げ
て、そのノウハウを蓄積
してきた。このような分
野をさらにサポートして
欲しい。その一方で大
規模プロジェクト限定の
研究は無難なテーマに
偏りがちになる傾向が
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等） プもバランスよく両立さ
せて欲しい。

あるので、個人ベース
で利用できるハイパフォ
ーマンスコンピューティ
ングインフラの整備も進
めて欲しい。

7661

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
タープログラ
ム

このまま
推進す
べき

地域経済が疲弊してい
る現状では、産業の強
化が不可欠だと考えま
す。そのためには、地
域大学と一体となった
取組が今後も必要であ
り、本施策の果たす役
割は大きいと考えます。

本施策により、地域の
中小企業が行えない取
組を行うことができ、次
世代の産業強化につな
がると思います。

7662
その
他

60歳
～

経済
産業
省

27157

小型化等に
よる先進的
宇宙システム
の研究開発

このまま
推進す
べき

わが国得意技術と半世
紀にわたる宇宙技術・
利用の成果を凝縮した
本施策は、今後のわが
国の宇宙開発利用分
野、特に産業界の継続
的発展に寄与すると考
える

スピード感と継続性が
期待できる

7663

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

 今日ある国民生活は
言うに及ばず、未来社
会の人類活動の基盤と
なる科学・技術の展開
の源としての基礎研
究、その主軸である科
学研究費補助金のこれ
までに果たしてきた役
割・重要性を踏まえ、ま
た、国際競争力の伸長
に向けた大学の教育
力・研究力を強化する
ため、採択率の向上
（30％）、配分額の充
実、大学等研究機関の
研究環境の向上に寄与
する間接経費30％措置
の予算確保が重要で早
期実現すべきである。 
 特に、研究活動の裾
野の拡充（「基盤研究
（Ｃ）」）、実績を積み上
げてきた研究者の更な
る研究力の強化（「基盤
研究（Ｂ）」）、若手研究
者に研究費を得る機会
の提供（「若手研究」「挑
戦的萌芽研究」の採択
率の向上）を図ることが

我が国における基礎研
究、特に研究者の自由
な発想に基づく研究（学
術研究）は、これまで基
盤的経費(運営費交付
金)や科学研究費補助
金等により推進されて
きた。 
しかし、国の厳しい財政
事情により、昨今の大
学における基盤的経費
は減少の一途にあり、
科学研究費補助金の伸
びも鈍化するなど、研究
環境は一段と厳しさを
増し、酷い状況になって
いる。大学の現場を見
て欲しい。 
また、事業仕分けの指
摘は科学研究費補助金
の意義・役割について
十分な理解がなされて
おらず、大学の教員とし
て危機感を覚える。 
諸外国が科学技術に戦
略的に研究投資を行っ
ている中で、我が国の
このような状況は非常
に心もとない。研究環境
を左右する科学研究費
補助金の役割・重要性
に鑑み、その強化・充実
には予算の大幅増が必
要である。早急に取り
組まないと国際競争力
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必要である。 はおろか、研究者の研
究力の低下、次代を担
う若手研究者の育成が
困難となり、取り返しの
つかない状況に陥るこ
とになるであろう。 

7664

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

厚生
労働
省

25109
地域医療基
盤開発推進
研究

このまま
推進す
べき

医療現場の安全確保や
地域医療の基盤確保
は、最も国民が求めて
いることであり、優先度
の高い研究と考えま
す。特に、医療の高度
化と共に、高度な医療
機器や電子カルテを、
ユビキタスネットワーク
技術と組み合わせるこ
とで、医療現場でも、在
宅でもより質の高い安
全な医療を提供し、豊
かで安心できる国民生
活の実現が可能となる
と考えます。

医療分野は、最先端の
科学技術を使った医療
機器や薬剤、これらを
使用した治療を数多く
開発してきました。しか
し、最新治療を受ける
患者を受け入れる医療
現場の安全は、医療従
事者の努力にまかせら
れてきた現状がありま
す。今後は、これまで以
上に他の工業分野等で
は既に当たり前の技術
やユビキタスネットワー
ク技術と組み合わせ、
患者に安全な医療を提
供できるシステムを開
発し、提供することが医
療従事者の願いです。

7665
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27018
次世代高効
率照明

このまま
推進す
べき

安い照明が欲しい LEDは高いから

7666

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

継続して行うべき研究
テーマだと思います。

構造解析の難しいタン
パク質も、疾患に関わ
るものは特に研究を続
け、創薬に役立てていく
べきだからです。

7667

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

日本の科学技術発展の
ために、若手研究者へ
の支援は必須である。
特別研究員事業は、個
人の若手研究者への支
援として、その最も強力
なものの一つである。ま
た、特別研究員任期後
の進路は、大学・公的
機関の研究者が非常に
多い。

特別研究員は、特別研
究員奨励費（科学研究
費補助金）の応募が可
能となり、また研究奨励
金が給与として与えら
れる。科学研究費補助
金に応募できることによ
り、自身が主体的に研
究計画を打ち立てて、
自由に研究を推進でき
る点が、柔軟な発想に
基づく画期的な研究を
行う上で不可欠である。
また、特に学生にとって
は研究奨励金をもらえ
ることにより、アルバイト
など、研究以外のことに
時間を取られることもな
いので、じっくりと研究
に取り組むことができ
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る。これらは特に若手
研究者の早期育成とい
う観点で非常に重要で
ある。 

7668

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

未だ支援事業は十分で
なく、推進が必要なた
め。

未だに社会の女性研究
者の受け入れ態勢や理
解は十分でなく、よりい
っそうの支援体制の維
持が必要であるため。

7669

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、生命分
子システム基
盤研究）

このまま
推進す
べき

このまま推進すべきと
考える。

これまでに立ち上げて
きた技術・装置等を活
用し、創薬に貢献するこ
とで我が国の役に立つ
であろうし、さらに新た
な技術革新にも貢献で
きると考えられるため。

7670

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24001
大学グリーン
イノベーショ
ン

推進す
べきでは
ない

拠点を作るのは教育的
には長所があるが、目
的をもった研究のため
に拠点をつくり、そこに
いる人が、少し自分の
専門分野に手を加えて
それらしくする従来のや
りかたは結局稔が少な
いと思われる。 
 理化学研究所などそ
の他の国立の研究所の
半分くらいは10年単位
の目的研究にたずさわ
れるような流動的な施
設とすることが必要であ
る。本当の専門家がそ
の課題に取り組むこと
が必要。

従来の特定研究未来開
拓研究その他をふくめ
たプロジェクト型研究の
経験から。

7671

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24188

国際科学技
術共同研究
協力推進事
業

このまま
推進す
べき

国際的な科学技術事業
は日本の若手にも大切
です。

国際的な科学技術事業
は日本の若手の活動や
教育に不可欠です。

7672

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

 大学や研究期間にお
いて行なわれる優れた
学術研究は、国家の重
要な財産と考えます。
研究成果は直接及び間
接的に人々の生活や健
康あるいは文化等の質
を高めることに貢献しま
す。是非予算の削減に

 優れた研究を緻密に
進めて行くには、経済
基盤が安定していること
も重要な要素です。研
究者が自由な発想の
元、研究成果を蓄積し、
優れた研究成果を創出
できるよう科学研究費
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等） ならないよう研究者育
成、研究推進のための
支援を継続していただ
きたい。

補助金の施策は推進す
べきである。

7673

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

若手研究者が早くから
自立的研究環境を持
ち、研究室を運営するこ
とは、将来的に見て優
秀な研究者を育てるた
めにもぜひ、この事業
は実行していただきた
い。 
また大学のテニュアトラ
ック教員を受け入れる
環境整備を引き続き行
うためにも、環境整備へ
の支援もぜひ行ってい
ただきたい。

研究者が早くから独立
することは、マネージメ
ント能力の強化になり、
これらを若手の時期か
ら経験することは、将来
的に大きな規模の研究
を推進するための糧と
なり、国全体の研究推
進の原動力となる。 
本大学でもテニュアトラ
ックを導入しており、優
秀な研究者に来ていた
だいたおかげで、大学
内へのよい刺激が与え
られている。大学独自
でもテニュアトラック制
度を運営しているが、こ
のような支援があると、
さらにシステムの定着
が加速できる。

7674

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133 科学研究費
このまま
推進す
べき

国立法人大学の運営費
交付金や人件費が削減
され教育費を含む生活
費が無くなって行く状況
にあります。とくに工学
分野の減退は、日本の
経済を支える輸出能力
を将来的に失います。
世界に打って出られる
明るい展望ができる施
策を実施していただき
たいと思います。 

日本の輸入額はほぼ国
家予算に匹敵します。
それ以上の輸入をし
て、これまで成長してき
ています。その輸出の
90%以上が工業製品で
す。それを担うのが、科
学技術であることは言う
までもありません。その
大きな投資が、科研費
ですからそれを減額す
るということは、日本の
将来を摘むことにつな
がることになります。是
非賢明な施策をお願い
します。

7675

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

素粒子物理学など、基
礎科学の研究におい
て、世界的にも非常に
重要な位置を占めてい
るプロジェクトであり、今
後も強力に推進すべき
である。 

素粒子物理学など、基
礎科学の研究におい
て、世界的にも非常に
重要な位置を占めてい
るプロジェクトであり、今
後も強力に推進すべき
である。 

J-PARCは世界最先端
の科学を推進しており、
日本の科学技術が 
国際競争力を維持する
ためにも必要不可欠だ
と思われる。 
また、世界トップクラス

J-PARCのような世界に
も類を見ない施設を作
ることは、 
総合的な技術力が必要
であり、その成功は研
究者ばかりでなく、 
それを支える数多くのメ
ーカーにとっても誇らし
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7676
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

の加速器を日本で発展
させる事は、 
研究者、技術者の海外
への流出を防ぐ意味で
も重要と思われる。 
 
J-PARCのような最先
端施設の建設は装置を
開発するメーカーの 
技術力の向上にもつな
がる。 

いものである。 
日本の発展はこのよう
なメーカーの力によって
支えられており、 
科学技術立国としての
日本の象徴ともいえる
J-PARCを推進すること
は 
日本の科学技術政策が
目指すべき方向である
と考える。 

7677

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24165
高度な3S「人
材・技術」
を・・・・

このまま
推進す
べき

重要な研究であり、着
実に進めるべきもので
ある。

日本にとって、必ず行
わなければならない施
策と考えられる。

7678
その
他

50～
59歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

光ファイバーは日本が
世界一を誇る分野だか
らです。 

予算削減をどうか止め
てください。

7679

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

教育・基礎研究・人材育
成に関わる施策を安易
に変更するべきではな
い。施策予定期間内は
予定通りの予算執行を
行うべきである。実際に
は、施策によって育った
優秀な研究者達が将来
にわたって活躍できる
場を継続的に提供する
施策も必要である。一
定期間後に見直し、廃
止をする可能性は排除
してはならないが、政
府・文部科学省が責任
をもってその総括をす
べきである。

国家戦略としての人材
育成に期待をかけて、
多くの若者が研究者を
目指している。施策途
中での減額はこれらの
若者を幻滅させ、路頭
に迷わせることになる。
新たな人材育成施策を
実施してもこの不信を
除くことは非常に困難に
なる。

7680

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24188

国際科学技
術共同研究
協力推進事
業

このまま
推進す
べき

本事業は、科学技術立
国である我が国にとっ
て、言わば「科学技術と
いう我が国最大の資源
の輸出」である。今後さ
らに推進・強化すべきで
ある。

事業は、科学技術立国
である我が国にとって、
言わば「科学技術という
我が国最大の資源の輸
出」である。輸出の対価
は、数年程度の時間差
で訪れる現状技術の新
たな課題や問題点が明
確になることそのもので
ある。様々な国におけ
る文化や気候条件等に
おいて、我が国の技術
を生かし、さらにその汎
用性を高めるための課
題をフィードバックさせ
ることが今後さらに重要
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である。

7681

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

厚生
労働
省

25104
第３次対がん
総合戦略研
究 

このまま
推進す
べき

実施体制のなかに記載
されている｢既存研究成
果を活かして強力に研
究を推進する課題｣とし
て｢生活習慣に起因す
るがんの革新的予防法
の開発｣を加える。

死因の１位となっている
がんは年々増加と一途
をたどっており、特に大
腸、乳腺、前立腺など
のがんの原因として生
活習慣の変化が指摘さ
れている。がんによる死
亡者の減少を目指すた
めには、生活習慣に起
因するがんの予防は重
要な研究課題である。

7682

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

この施策は、博士課程
学生を国際競争力を持
つ研究者に育成するの
に、大変効果があること
が確認されており、特に
重点的に継続して推進
すべきであると考えられ
ます。いる。また、海外
機関との共同研究や留
学生数の増加に伴い、
もともと高度な教育力、
研究力を持っている大
学をさらに国際的に卓
越した教育研究拠点と
しています。 

博士課程の学生や留学
生を育成するには、高
度な教育力・研究力の
他、学生への経済的支
援が必須です。この施
策は現在人材強化に効
果を上げていますが、こ
れを維持するには予算
の裏付けが必要です。
大学の国際競争力が上
がった効果として、外部
資金の獲得件数も増加
してきており、このこと
がさらに教育力・研究力
を高めていく相乗効果
が得られています。

7683

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

厚生
労働
省

25109
地域医療基
盤開発推進
研究

このまま
推進す
べき

我が国の高品質な医療
水準を維持していくため
には、IT技術と融合した
新しい医療機器の開発
が必要である。そのた
めには、政策面での援
助が不可欠で、医療従
事者が医療機器のアラ
ームに対してより適切
に対応することが可能
になり、医療事故の軽
減に繋がる。また、高機
能な機器では、自動記
録が可能になり、その
データを解析すること
で、迅速で正確な医療
事故調査に役立ち医療
の透明性確保が可能に
なる。 その結果、信頼
性の向上に繋がり医療
の質と安全を高めること
が出来る。

在宅の老々介護時の安
心見守りや位置情報収
集による徘徊見守りも
ICT技術を応用すること
で可能になり、患者の
QOLの向上と在宅療養
の推進が期待される。 
災害時、トリアージ後の
患者の心電図等のアラ
ームと位置情報から患
者の救命や、救急搬送
患者の生体情報転送に
よる受け入れ病院選択
にも応用可能である。こ
のように、今後その応
用範囲を広げ国民生活
の向上に役立つものと
期待される。 

大学・

独）海洋研究開発機構
は、海洋、大気、生物が
相互に結び付いたシス
テムを研究する日本で
唯一の機関であり、地
球環境問題の解決に短
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7684

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24109

独）海洋研究
開発機構運
営費交付金
「地球環境変
動研究」

このまま
推進す
べき

大気・海洋の監視や、
そのための技術開発、
予測技術の改善、それ
らを支える基礎的研究
を、今後も継続して長期
的に推進すべきであ
る。

期的、中期的に貢献し
ているだけでなく、大
気・海洋の監視や、そ
のための技術開発、予
測技術の改善、それら
を支える基礎的研究を
長期的な展望に基づき
継続して行なっている。
今後の施策決定のため
に必要な科学的情報を
提供することが十分に
期待できる。

7685
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

本事業は学界の発展に
おいて非常に有益なも
のであり、また、産業の
発展にも寄与する重要
な事業と考えます。

本事業は、遺伝子資源
の供与に留まらず、供
与によって得られた知
見をフィードバックする
仕組みで運営されてお
り、学界の継続的な発
展に貢献すると期待さ
れます。 また本事業で
供与される遺伝子資
源、そこで得られた技術
知見が産業に応用され
ることで、産業の一層の
発展、新事業創出等に
も繋がると期待されま
す。

7686

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

このまま
推進す
べき

計算科学は、基礎科学
の進展に非常に重要な
役割を果たしており、さ
らに産業への波及効果
は今後ますます大きくな
ってくると考えられ、本
プロジェクトの意義は大
きい。 

計算科学は、基礎科学
の進展に非常に重要な
役割を果たしており、さ
らに産業への波及効果
は今後ますます大きくな
ってくると考えられ、本
プロジェクトの意義は大
きい。 

7687
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27001

グリーンセン
サ統合制御
システム実証
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ＭＥＭＳをはじめとした
センシング、そしてその
ネットワークを活用した
最適制御による電力削
減は今後ますます重要
となってくる。実用化を
加速するためにも産学
官連携した開発体制が
必要と考える。

センサネットの実用化
が進まない背景には、
投資対効果が明確にで
きていないこと、およ
び、ＭＥＭＳ、無線、制
御等の多くの技術の融
合が必要であり企業単
独では難しいといったこ
とが上げられる。 企業
間、大学、産総研等の
連携を加速し、実証実
験を行い早期にセンサ
ネットの価値を明確に
することが重要である。

7688 大学・
公的
研究
機関 60歳 内閣

13101

沖縄大学院
推進す
べきでは

沖縄振興のために設置
されたということだが、
そのためならば、まず
沖縄の高校や大学を充
実し、レベルアップをし
て、国内から多数の学
生が学び、地元の若者

同上
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（独
法・公
設試
等）

～ 府 大学 ない も学ぶことができるよう
にすることがまず必要。
そのうえでこのような大
学院があってもいいと
は思うがまず方針を転
換するべき。 

7689

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

このまま
推進す
べき

現在のように複雑な理
論計算を行ない、実験
などと比較して世界レベ
ルの基礎研究を進めて
いく上では HPCI の存
在は不可欠であり、是
非促進してほしい。

日本がこれらの基礎科
学で世界最高水準を維
持することは、国民の教
育、文化レベルと活力
を高める。また、技術革
新や産業の創出につな
がり、長期的な日本の
発展に寄与することは
間違いないので、この
計画を進めることを希
望する。 

7690
その
他

50～
59歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

光通信・技術は、今後
日本の重要な分野とし
て期待されるものです。
世界的な中心産業にな
っていくと考えます。 
超高速光エッジノード技
術の研究開発を推進す
ることで、日本の産業の
発展及び雇用の対策に
なるとおもいます。

この研究開発をさらに
推進し、日本の未来に、
技術と人材を育てていく
べきだと思います。 

7691

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

「平成２３年度の科学・
技術に関する予算等の
資源配分の方針（概
要）」に照らしてみて、
「ライフ・イノベーション
の推進」に資すると考え
る。

ＢＭＩとＩＣＴの組み合わ
せによる技術の開発
に、介護における課題
の解決を期待するた
め。課題の特徴を考慮
して「国民との科学・技
術対話推進への対応」
にも積極的に取組まれ
たい。

7692
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27167
二酸化炭素
削減技術実
証試験事業

このまま
推進す
べき

ＣＯ2排出量の大幅削減
を可能とする二酸化炭
素回収・貯留（ＣＣＳ）技
術については、必要性
は理解されていると考
えられます。 
したがって、実証試験に
より、基盤技術を確認
することが実用化のた
めには重要と考えられ
ます。

本事業では、火力発電
所等のＣＯ2の大量発生
源等からのＣＣＳを想定
しています。発生源とし
て、２０１５年からの燃
料電池自動車（ＦＣＶ）
の市販開始の際のＦＣ
Ｖに必要な水素ガスを
製油所で製造・精製す
る際にＣＯ2が併産され
るため、ＦＣＶによるＣＯ
2削減効果をより大きく
するには、製油所水素
ガス精製の際に併産さ
れるＣ０2をＣＣＳ回収す
ることも非常に重要と考
えられます。

大学・
公的

原子核物理・ハドロン物
理など、基礎科学の進

原子核物理・ハドロン物
理など、基礎科学の進
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7693

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

展に非常に重要な実験
である。より多くの科学
的成果が出せるよう、
測定設備の整備など
に、より一層の予算措
置を講じて推進すべき
であると考える。 

展に非常に重要な実験
である。より多くの科学
的成果が出せるよう、
測定設備の整備など
に、より一層の予算措
置を講じて推進すべき
であると考える。 

7694

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24138

Ｂファクトリー
加速器高度
化による新し
い物理法則
の探索

このまま
推進す
べき

この施策は新しい物理
法則を見出すためのも
のであり、それは長期
的に見て人類の発展に
つながるので、大変意
義があるものだと思う。
また、日本は、資源も少
なく、外国に誇れるもの
として科学、が挙げられ
る。Ｂファクトリーは小
林、益川理論の証明し
たＫＥＫＢの流れの上に
あるものなので、世界に
対し日本をアピールして
いく上でも、有効な施策
になると思う。更に、こ
のような大型の計画
は、今後を担う若手研
究者に働く場を与えるこ
とにもなり、それは、今
後の日本の世界的地位
を落とさないためにも大
切なことだと思う。

申し訳ないですが、「ご
意見」と「その理由」に
分かれている意図がわ
かりません。「推進すべ
きかどうか」に対する
「理由」がこの「その理
由」に書くべきことなの
でしょうか。だとするとそ
の前の「ご意見」には何
を書けばよいのでしょう
か。 
答えやすい形式のアン
ケートにしてください。

7695

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

経済
産業
省

27005

グリーン・サ
ステイナブル
ケミカルプロ
セス基盤技
術開発

このまま
推進す
べき

バイオマス資源の利用
は国をあげて取り組む
べきだと思います。

限りある石油資源の節
約が求められる今、高
い技術を持つ日本は、
バイオマスの有効利用
において、世界をリード
していく責任があると思
うからです。

7696

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24013
理数学生育
成プログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

理数科学生の発達スケ
ジュールにはかなりの
個人差があり、全学一
律の育成プログラムで
は物足りなさを覚える学
生もいる。個人の要望
に応じていろいろなプロ
グラムを提供出来る仕
組みを用意することは
悪いことではない。しか
し、その反面このプログ
ラムがエリートコース的
扱いとなるのでは、満足
な効果を発揮出来ない
こととなりかねない。あく
までもオプショナルなも
のとして提供する等の
配慮が必要である。

学習過程に時間を要す
るということは、必ずし
も能力不足を意味する
ことではない。じっくり考
えてより深い理解をする
ことも，有能であること
の重要なファクターであ
る。従って平均的スケジ
ュールより早く学習を進
めたということを不必要
に評価表彰するような
教育制度を提示するこ
とは、必ずしもよい結果
を生まない。
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7697

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

高等教育は、国の未来
を見据えて十分な投資
をする必要がある。

特に地方大学におい
て、大学というのは若者
を地域に呼ぶ重要なポ
イントであり、活力の原
点である。

7698

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

SPring-8 は、基礎科学
の発展や、産業の発展
に、これまでも大きな成
果を挙げてきた。今後も
推進すべきであると考
える。 

SPring-8 は、基礎科学
の発展や、産業の発展
に、これまでも大きな成
果を挙げてきた。今後も
推進すべきであると考
える。 

7699

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24186
知財活用支
援事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

大学などで得られる知
的財産のうちには、財
産権として開発者にむく
いたほうがよいものもあ
るが、知的公共財として
世界のだれでも利用可
能にしたほうがよいもの
もある。エネルギー資源
節約技術、地球環境情
報解析技術などの多く
はそれにあたるだろう。
オープンソースソフトウ
ェアのように著作権を主
張したうえで自由な流
通を認める方法もある。
特許については、他の
主体が先に特許をとる
のを防ぐために、公知
の事実にしてしまえばじ
ゅうぶんな場合と、特許
をとったうえで利用権を
公開すべき場合がある
と思う。個別の知的財
産の利用可能性に合わ
せて柔軟に対応してい
ただきたい。

特許などの知的財産権
が期限つきになってい
るのは、発明者にむくい
ることと社会全体が知
識を得ることとのバラン
スを考えてできた制度
である。発明が社会で
活用されるためには両
方の配慮が必要だが、
どこでバランスをとるべ
きかは技術の性格や需
要者の社会経済的地位
によって違ってくる。社
会的正義には財産権保
護も含まれるが、それ
は一要因にすぎないこ
とを考慮して価値判断
をしていただきたい。

7700
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27108

低炭素社会
を実現する
超低電力デ
バイスプロジ
ェクト

このまま
推進す
べき

あらゆる面からのエコ
技術への転換が求めら
れている現在、電子機
器を構成するデバイス
の低電力化は必須であ
り、技術立国日本が世
界に先んじなければな
らない分野である。

日本の電子機器産業
は、かつてのように世界
ダントツであった時代か
ら、大競争の中にある。
技術立国日本として、
危機感を持ってこの分
野の産業育成に力を注
ぐ必要がある。

7701

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科研費は、日本での科
学研究に非常に重要な
役割を果たしてきた。今
後も推進すべきである。

科研費は、日本での科
学研究に非常に重要な
役割を果たしてきた。今
後も推進すべきである。
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設試
等）

7702

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

女性研究者を増やすと
いうことは、今から育つ
若い女性への啓蒙、現
在を牽引している研究
者、特に男性の意識改
革を進め、やっと将来
的に実現できる。長期
的推進が必要。

女性研究者を増やすこ
とは、すでに世界的に
推進が奨励されており、
日本における進捗の遅
さは憂慮すべき問題で
ある。

7703
その
他

50～
59歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

 光通信・技術は、今後
日本の重要な分野とし
て期待されるものです。
世界的な中心産業にな
っていくと考えます。 
フォトニックネットワーク
技術に関する研究開発
を推進することで、日本
の産業の発展及び雇用
の対策になるとおもい
ます。

 日本の光通信技術・
光ファイバーサービス
は、世界のトップクラス
です。これお維持しさら
に発展さすためにこの
研究開発をさらに推進
し、日本の未来に、技術
と人材を育てていくべき
だと思います。 

7704

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24188

国際科学技
術共同研究
協力推進事
業

このまま
推進す
べき

世界に誇れる日本独自
の科学・技術を広く国際
社会に役立ててゆくた
めの施策として、より発
展的に推進してゆくべき
と考えます。

たとえば、地球環境問
題を解決するための日
本独自の科学・技術は
世界に誇れるものです
が、地球規模の問題に
対応してゆくためには、
日本の科学・技術を日
本国内にとどめておくの
ではなく、世界、特に発
展途上の諸外国に広く
提供し流通させ、共有
の知恵として諸外国と
一緒になって活用して
ゆくことが重要と考えま
す。

7705

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

経済
産業
省

27006

グリーン・サ
ステイナブル
ケミカルプロ
セス基盤技
術開発（次世
代グリーンイ
ノベーション
評価基盤技
術開発）

このまま
推進す
べき

有機ELの性能を左右す
るのは、有機材料や周
辺部材の品質や性能で
あるといっても過言では
ない。まだ、商品が世の
中に広く出まわっていな
い今のタイミングで、素
材メーカーに底力をつ
けてもらう必要があると
思う。また、有機ELを世
の中に広めるために
は、消費者にその品質
の高さを示す必要があ
る。そのなかでも、品質
寿命を保証することは
非常に重要であるた
め、寿命を決定するファ
クターを正確に評価す
る技術は不可欠である
といえる。

LCDのように韓国や台
湾メーカーに主導権が
奪われるようなことがあ
ってはならない。大型資
金の投入は今でも遅い
ぐらいである。日本の材
料メーカーの持つ精密
合成の力は素晴らしい
ものがあるので、ここで
その力をさらに伸ばして
もらい、韓国や台湾の
追随を許さない産業に
仕上げてもらいたい。
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7706
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

私が革新的タンパク質・
細胞解析研究イニシア
ティブに包括されるター
ゲットタンパク研究に直
接関わる者であることを
差し引いても、本プログ
ラムはこのまま推進さ
れるべきであると強く考
えます。これによって２
００２年より世界をリード
する形で継続的に整備
された基盤からは、次
代の基礎研究、産業応
用の核になると思われ
る成果が次々と上がっ
ており、こうしたプログラ
ムの推進を減速するこ
とは、今後の日本にとっ
て大きな損失になるも
のと考えます。

ある事物の「機能」を知
るためには、その「かた
ち」を見ることが基礎的
に極めて大事です。生
物の機能を担うタンパク
質分子の「かたち」を見
るためには大規模な放
射光施設をはじめとす
るインフラが不可欠であ
り、こうした基盤整備は
国の施策でなければ実
現不可能です。また、基
礎研究から創造的な将
来の産業応用が生まれ
てくることは明らかであ
り、ライフサイエンスに
おける国際的な知財競
争力の観点からも、国
の施策として推進する
ことが重要と考えます。

7707

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の研究活動を支
える重要な競争的資金
であり、予算規模を拡
充すべきである。 

新しい研究の芽を育て
るためには、採択率を
上げて、多くの研究者を
支援する必要がある。 

7708

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

総務
省

20115
先端ＩＣＴ技術
に関する研
究開発

このまま
推進す
べき

諸々の科学技術の連携
を視野に入れてＩＣＴの
技術革新を標榜してい
る点に、今後の社会を
支える基盤の形成を期
待する。

生命のしくみを理解しよ
うとしてきた取り組み
が、工学と科学の連携
により、社会のしくみづ
くりに反映される足がか
りと考えるため。生命と
社会を関係づけて「国
民との科学・技術対話
推進への対応」を押し
進めることも期待する。

7709
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・ 
インフラ
（HPCI）の構
築

このまま
推進す
べき

この施策の継続・推進
を是非とも求めます。

次世代スーパーコンピ
ューターを中核とするイ
ンフラの構築を中止す
ることは、海外への頭
脳流出を招き、国力の
衰退を意味します。天
然資源に乏しい日本に
おいて、多様な領域の
研究基盤であるHPCIの
整備は、日本が国際社
会で生き残るための競
争力を確保する上で、
最も効率的な方法の一
つと考えられます。

7710
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24125
免疫 アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

父がてんほうそうで以
前入院したのでもっと研
究を進めてほしいです

免疫は人にとって大切
なものなので この先進
歩した研究が必要でと
おもいます
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7711
民間
企業

20～
29歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

印刷による電子デバイ
ス作製技術の確立は、
科学技術力を世界に対
し優位としている日本
が、国をあげて取り組
むべきである。国が主
導し産学官の連携をと
り、スピードを重視し国
際競争力のある技術を
育てていき、継続的な
日本の経済成長を後押
ししていくことが、重要
である。この技術は、今
後日本の科学技術を支
えていく重要な技術で
ある。

印刷により作製される
電子デバイスは、低コス
トで、大面積化も可能で
あり、かつ、フレキシブ
ル基板を用いることによ
る割れないデバイスの
実現など、様々なメリッ
トがあり、次世代の電子
デバイスに求められて
いる技術である。現在、
i-Padが数百万台売れ
ており、持ち運びが容
易なディスプレイ市場
は、低コスト、軽量でさ
らに拡大することが容
易に考えられる。このよ
うな有用な技術を、世界
に先駆けて確立するこ
とは、日本の科学技術
分野にとって有用であ
る。

7712
公益
法人

40～
49歳

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションシステ
ム整備事業
(地域イノベ
ーションクラ
スタープログ
ラム)

このまま
推進す
べき

研究開発を進めると同
時に、研究成果を地域
業に役立て、地域産業
の育成、クラスター形
成、地元自治体が一体
となった取り組みが進
められようとしているの
で、このまま推進してい
ただきますようお願いし
ます。

研究開発の成果が地元
企業の製品となるには
数年必要です。 
また、私たちの地域で
は、これまでの取り組み
が地元自治体を巻き込
んだ大きな動きになろう
としています。自治体が
動くということは、住民も
この取り組みを理解し、
賛同する証です。このま
ま推進していただくこと
が国民の理解を得られ
ることと思いますので、
是非ともお願いします。

7713

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

日本が目指すべき特長
ある魅力的な国を達成
するためには、第一級
の研究者を育成するこ
とは必須である。積極
的に博士課程（後期）の
大学院生を支援するグ
ローバルCOEプログラ
ムは、その根幹をなす
ものであり、このまま推
進するべきである。

経済的な理由などで、
その可能性を閉じてし
まうはずであった人材
が、本プログラムによ
り、その資質を開花させ
つつあるように見受けら
れる。すなわち、本プロ
グラムは、現在、大変
有効に機能しているの
で、このまま推進するべ
きである。

大学・
公的

国立大学法人等施設か
ら著名な人材が輩出さ
れていることは過去の
例から明らかであり、日

国際化の進む世界にお
いて、資源も少なく有効
に活用できる土地の少
ない日本が諸外国と渡
り合うためには、科学技
術力を利用した商品や
サービスを提供してい
かなければならないこと
は自明である。これらの

27



7714

研究
機関
（独
法・公
設試
等） 20～

29歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備、継続

このまま
推進す
べき

本国内あるいは国外か
ら優秀な人材を呼び込
み、留めるにはよりよい
研究環境が必要であ
り、国立大学法人等施
設の整備、継続は優先
されるべきであると思
う。

質の高い技術力を生み
だし、維持していくため
にはよりよい研究環境
が必要となる。逆に研
究環境が劣悪になれば
優秀な科学者の国外へ
の流出という事態も起こ
りうる。よって国立大学
法人等施設の整備、継
続は必要不可欠であ
り、優先されるべきもの
と思われる。

7715

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

申請予算額が少なすぎ
る

ただ集まって議論を交
わすだけではなく，数学
と他分野の連携を目指
した拠点生成を進める
ためには，多くの数学・
数理科学者が企業との
連携を模索できる環境
作りが重要である．お
見合いの場所として，模
索する段階でも小さくて
もよいので数カ所の試
験的拠点が必要だと思
われる．

7716
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20109

革新的な３次
元映像技術
による超臨場
感コミュニケ
ーション技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

超臨場感コミュニケーシ
ョン技術の実現により、
対面コミュニケーション
のための人の移動を減
らせることができ、二酸
化炭素排出量の削減効
果が期待できる。また、
ワーク・ライフバランス
の改善につながる可能
性があり、より豊かな生
活への礎を構築するも
のと期待される。

 

7717
官公
庁

50～
59歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

本事業は、「優れた研
究開発ポテンシャルを
有する地域の大学等を
核として、産学官連携
基盤を構築し、イノベー
ションを連鎖的に創出
するクラスター形成を図
るため、大学等の産学
官共同研究等の支援を
実施」するもので、地域
の活性化及び国全体の
科学技術の振興を図る
上で極めて重要である
ため、事業終了予定の
平成25年度まで、確実
に実施する必要があ
る。 
また、本字業終了後も、

現下の厳しい経済環境
下にあって、本事業は、
ものづくりに対する地域
中小企業の熱意を高め
る契機となるなど、地域
経済の活性化に大いに
寄与している。 
また、日本は、科学技
術の発展により、世界
有数の工業国の地位を
築いたところが大きく、
将来にわたって高い技
術力を維持し、国際競
争力を高めていくことこ
そ、日本の進むべき道
であり、本事業は、地域
の科学技術活性化を通
じて、今後の日本の活
性化に極めて重要な役

28



同様の事業を創設する
ことを強く要望する。

割を果たしていくもので
ある。

7718
官公
庁

50～
59歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

本事業は、地域の大学
等研究機関の地域貢献
機能の強化により、大
学等研究機関の研究成
果を地域の活性化につ
なげるもので、地域にと
って極めて重要である
ため、実施をお願いした
い。 
併せて、ほぼ同じフレー
ムで事業を実施してい
る「地域中核産学官連
携拠点事業」で採択さ
れた地域で本字業と同
じ事業を実施している
場合は、本事業による
支援を受けられるような
制度とすることを強く要
望する。

本事業は地域の大学等
研究機関の連携による
地域貢献機能の強化を
図る上で極めて重要で
あるため、ぜひ実施を
お願いしたい。 
一方、ほぼ同じフレーム
の「地域中核産学官連
携拠点事業」において
実施している同種の事
業については、何ら支
援措置の追加が講じら
れず、制度間の不均衡
が著しいと考えられる。

7719

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

名古屋大学グローバル
COEプログラム「宇宙基
礎原理の探求」の研究
アシスタントをしており
ます。 
上記の施策に関して、
現状のまま推進すべき
と考えます。

グローバルCOEプログ
ラムでは、各拠点で世
界レベルの様々な研究
グループが幅広い視点
から研究を進めていま
す。多くの研究会、セミ
ナー等がグローバル
COEプログラムによって
開催されており、我々若
手研究者が世界の第一
線の研究者の方々のお
話を伺う機会がありま
す。このような充実した
環境は、グローバル
COEプログラムがなけ
ればつくることができな
いものです。そのため、
グローバルCOEプログ
ラムに関して現状のま
ま推進すべきと考えま
す。

7720

民間 30～ 総務

20108

ICTグリーン
イノベーショ

このまま
推進す

２０２０年にＣＯ２排出量
２５％削減（１９９０年
比）を達成するために
は、あらゆる可能性を
追求する必要があり、
その観点からは、総務
省情報通信審議会「研
究開発・標準化戦略委
員会」答申等で挙げら
れた、「エコ物流・安全
交通システム」「高度生
産・購買・流通支援シス
テム」「エコエネルギー

民間の技術シーズを幅
広く活用しつつこれらの
研究開発を進め実用化
まで到達するために
は、本施策のように競
争的資金によるスキー
ムが極めて有効であ
る。また、上記審議会答
申で「この研究開発分
野固有の研究開発課
題」として挙げられてい
る、「エコドライブ技術」
「高度ドライブレコーダ
技術」「可視光通信技
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企業 39歳 省 ン推進事業 べき マネジメントシステム」
「テレリアリティシステ
ム」「省資源システム」「Ｉ
ＣＴ機器・ネットワーク自
体の省エネルギー化」
「環境情報の流通・分
析・判断・制御」「環境情
報の計測」に関する技
術開発を、今後も本ス
キームの優先的な実施
により加速することが極
めて重要である。

術」「直流電源融合高速
通信技術」「省電力近距
離無線通信高度化技
術」「パワーセンシング・
分析技術」「地域内電力
制御技術」については
まだ未着手の部分も多
いため、引き続き本施
策で研究開発を進める
とともに、実証も含めて
成果（＝ＣＯ２削減効
果）を世に示すことが必
要である。

7721
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20118

未利用周波
数帯への無
線システムの
移行促進に
向けた基盤
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

本施策によって、周波
数の有効利用を一層促
進するとともに、開発成
果の実用化によって我
が国ＩＣＴ産業の国際競
争力向上と社会課題の
解決を同時に実現する
ことは極めて重要であ
るため、本施策を力強く
優先的に推進すること
に期待する。

ミリ波を用いた映像伝
送技術は既に一部実用
化されているが、今後さ
らに高精細な映像や３
Ｄ映像の拡大や、身近
な情報家電機器でのリ
ッチコンテンツ伝送の普
及拡大が見込まれる
中、我が国技術の優位
性を確保するためにも、
さらに超高速な近距離
無線伝送技術の開発が
不可欠である。また７９
Ｇｈｚ帯レーダは欧州で
も車載用途で開発が進
められているため、我
が国が車載に加えて交
差点等でのインフラ用
途も含めて開発・低コス
ト実用化ができれば、
国際競争力強化に大き
く資するとともに、交通
事故防止という形で電
波有効利用メリットを国
民に大きく還元できる。

7722

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

公開に意見を述べる場
を設定いただきありがと
うございます． 
私は，国立大学の施設
整備に携わっている者
ですが，資源の乏しい
日本の採る道は科学立
国であるとして，国を挙
げて推進しているところ
です．その基盤となる施
設環境は，耐震化88％
まで達成していますが，
今もって満足のいくもの
ではなく，老朽化が著し
く維持管理もままならな
い状況です．また，人材
養成をはじめ，先端的
研究，地域貢献，国際
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化等の多様な機能が大
学に求められている
中，その環境造りも急
務です．これらのことを
踏まえ，「国立大学法人
等の施設の整備」予算
の増額を望む者です．

大学・

科学技術関係施策の優
先度判定等の実施に関
する意見募集について
申し上げたい。 
国民生活に資するイノ
ベーションの名のもと
に、全ての省庁ですべ
て国民生活にまで至る
目標を掲げたプロジェク
トが目白押しだが、同じ
省内でも区別が付きが
たいほど似ているもの
が多々あり、「継続」とな
っているということは省
内にも縦割りがあり、整
理ができていないことを
意味する。こんなものを
提示して、人気投票を
参考にするというのが、
科学技術を国家戦略に
掲げる国のすることだろ
うか。 
エネルギーならエネル
ギー、ガンならガン、IT
ならITで、全省庁まとめ
て、とことん国の未来の
ために、今何ができて、
５年後なにを実現し、10
年後にはどうなっている
のか、を議論し、海外や
科学・技術の動向を全
体の流れの中に位置づ
けた、ロードマップを作
成するのがまず第一に
すべきことではないの
か。そして、その中で各
プロジェクトがどのよう
な役割を担い、それに
対して重要度優先度に
配慮して、どれだけの
予算を必要としている
かを明確にした上で、国
民に問うのが筋ではな
いのか。こんな、同じよ
うな中身を手を変え品
を変え並べ立てた資料
でコメントを求めることこ
そ、無策、怠慢の現れ
以外の何者でもない。
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7723

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

その
他

0 その他 その他

そういう仕事をするため
に官僚がおり、それをし
ない慣習を改革するこ
とが、官僚制度改革に
求められることで、官僚
を悪者よばわりすること
ではない。事業仕分け
の意味は、惰性で継続
することではなく、一度
立ち止まって、精査する
ことにあったはずであ
る。いつまでに来年度
予算を決めなくてはい
けないので、時間がな
い、というのは、制度の
運用だけを最優先し、
国家戦略を先送りにし
ているようにしか思えな
い。政府の役割は、そ
の年だけの予算を期日
までに作ることではな
く、１０年５０年と先を見
越して今必要な、予算
を配分していくことでは
ないのか。スローガンに
合わせて既成の事業を
再構成して焼け太りを
黙認するより、今、政治
が再出発をする時だか
らこそ、緻密な調査と明
確な目標設定を行い、
科学的な判断に基づく
科学政策を立て直すべ
きである。アメリカはい
つだってそうやってい
る。日本は、はやぶさ、
のような単発の計画が
成功すれば、二匹目の
ドジョウを作るだけで、
宇宙開発全体がどうな
っていて、その中のどう
いう意味があるプロジェ
クトであるという発想は
皆無に等しいか、又は
国民が納得できる形で
提示されたことはない。
日本人は、目先のことし
か考えない愚民だから
これでいいのだと思い
たくはない。各法人の
何々プロジェクトなどと
いうレベルではなく、今
こそ国全体として仕分
け直すチャンスはない
のではないか。真摯に
ご検討いただきたい。
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7724

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

来年度以降、大学への
運営交付金の削減が検
討される中、本プログラ
ムは地方大学にとって
地域産業に密接した教
育研究活動を行いなが
らそれをグローバルに
発展させる上で重要な
施策であると思われる。
すなわち、限りある研究
費の中で効率よくかつ
ハイレベルの教育研究
活動を行うにはこれま
で以上に教員同士が力
を合わせていくことが必
要である。例えば本学
（福井大学）工学研究科
には高分子科学を専門
分野とする教員が数多
く在籍し、活発な教育研
究活動を行っており、ア
ジア地域およびヨーロッ
パからの留学生も多
い。また、福井は全国
有数の繊維産地であ
り、高分子科学に深く関
連している。これらの特
徴を生かし、国際的に
卓越した教育研究拠点
が形成されやすい環境
にあると考えている。同
じような事例は多くの地
方大学にあると考えら
れ、平成24年度以降も
本プログラムの継続を
希望する。

 

7725

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学法人等施設の
整備についてですが、
今の予算規模でも予算
が配分されない大学が
ある状況なので、今以
上の予算を配分される
ことをのぞみます。

 

 国立大学法人等施設
の整備について、創造
性豊かな人材養成や独
創的、先端的な学術研
究、高度先端医療等を
推進するための基盤と
なる施設を整備が必要
である。 
 大学等は、我が国の
教育及び学術研究の根
幹を支えるものであり、
将来にわたる社会の発
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7726

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

展の基盤の構築に寄与
すべきものとして、国際
的な魅力を発揮し、知
の拠点としての役割を
果たしていくことが期待
されている。その中で
も、国立大学法人等
は、創造性豊かな人材
養成に寄与するととも
に、独創的・先端的な学
術研究を推進するな
ど、我が国の高等教育
と学術研究の中核を担
ってきた。また、全国的
に均衡のとれた配置に
より、地域の教育、文
化、産業の基盤を支
え、学生の経済環境に
左右されない進学機会
を提供するとともに、生
涯学習社会の実現や地
域社会の活性化に貢献
するなど、重要な役割を
果たしてきた。国立大学
法人等の第２期中期目
標期間が始まった現在
も、国立大学法人等の
使命は変わるものでは
なく、法人化のメリットを
活かした機能の充実が
一層期待されている。 
 国立大学法人等は、
国の施設整備方針を踏
まえた施設整備補助金
による整備に加えて、
自らの経営判断により
施設やキャンパスの個
性化を図るなど、自主
的、自立的に多様な財
源を活用した施設整備
を実施してきた。また、
学長等のトップマネジメ
ントのもと、施設マネジ
メントなど経営的視点に
立ったシステム改革を
実施してきた。 
 国と国立大学法人等
は、適切な役割分担の
下、一体となって施設整
備を進めてきており、今
後も、第２期中期目標・
中期計画を踏まえた施
設整備・活用を進めて
いく中で、今後も継続し
た予算処置が必要であ
る。
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7727

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

その
他

0 その他 その他

このような意見募集の
際の基本的な質問があ
ります。 
常にと言っていいと思う
のですが、こちら側の意
見を 
言う機会を与えて頂け
るのは、ありがたいと思
うのですがその猶予期
間があまりにも短いと思
います。 
もう少し長い期間に渡っ
て意見を募集するよう
にしていただけたらと思
います。

 

7728
民間
企業

60歳
～

経済
産業
省

27176

固体高分子
形燃料電池
実用化推進
技術開発

このまま
推進す
べき

１．コスト低減という大き
な壁がありながら、自動
車用燃料電池と定置用
燃料電池の開発で、日
本が米国や欧州より先
行していることは明解。 
２．コスト低減という大き
な課題をクリアするため
には、産業界に複数の
メーカーが存在しなくて
はならない。日本にはコ
スト低減によって実用
化にすぐ繋げることがで
きる自動車メーカー（トヨ
タ、ホンダ、日産）があ
り、定置用燃料電池メ
ーカー（ENEOSセルテッ
ク、東芝燃料電池シス
テムズ、パナソニック）
がある。 
３．技術のブレークスル
―には、その技術を瞬
時に生かすことができ
る体力（資金力）のある
メーカーの存在が不可
欠。 
４．従って、今の時期
に、予算カットをおこなう
ことは得策ではない。 
結論：予算カットには不
賛成。 但し、技術への
チャレンジにはリスクは
つきものであり、プロジ
ェクトの方向性の確認、
プロジェクト継続の賛否
については、海外の開
発状況の収集、海外で
の本研究成果の報告を
おこない海外の研究者
との連携を密におこなう
など万全の態勢を準備
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することが不可欠。

7729
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

蛋白質構造解析（構造
生物学）は、あらゆる生
命現象の根幹を解明す
る研究であり、日進月
歩の技術革新が行われ
ている。また、生命研究
を創薬、食糧問題と言
った社会応用に結びつ
けるには、蛋白質の立
体構造に立脚したデザ
インが必須である。従っ
て、本施策はさらにいっ
そう国家プロジェクトとし
て研究費を投入し、発
展させ、社会還元させ
ていくものである。

構造生物学は、日本で
行われている研究の中
で、ほぼ唯一、欧米日と
３立できる優位に立った
研究分野であり、昨今
の「１番じゃなきゃだめ
なんですか、２番ではだ
めなんですか」という某
発言が日本中のブーイ
ングを醸し出したことに
反面的に、よりいっそう
国家プロジェクトとして
維持・発展させるべき研
究施策である。

7730

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

世界最大強度のRIビー
ムを用いた研究は是非
続けるべきだと思いま
す。世界一の研究が日
本で行われるという事
だけでも世界の先頭を
いっていることで注目さ
れることであるが、その
ような環境中で若手研
究者を育てなければ、
今後日本の科学の未来
が心配です。理科離れ
なども激しくなるのでは
ないかと思います。

 

7731

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

私も女性研究者の卵と
して、現在、出産、子育
てしながら研究が続け
ていけるか不安に思っ
ています。私も研究分
野は物理学で、女性は
少なく、出産・子育てし
ながら仕事を続けていく
には、それなりの環境
が絶対必要だと感じて
います。特に日本では
外国に比べて女性研究
者は少なく、やはりそこ
には出産・子育てという
壁が大きく立ちはだかっ
ているのではないかと、
先輩からの話しを聞い
て分析しています。すぐ
に女性研究者の状況が
変わるかはわかりませ
んが、そのような環境が
作られなければ、少なく
とも私が生きている間
に変わると思えません。

 

私も大学院で博士課程
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7732

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

を経験した者として、非
常に重要だと思いま
す。私は物理学の博士
課程を経験しましたが、
周りには非常に優秀な
のに、その能力をいか
しきれずにいる人がたく
さんいます。現在はどち
らかというと博士課程で
は専門性を得るというこ
とに注目されているが、
その専門性をいかした
次の事を考えなければ
ならないと思う。特に、
専門性を生かして、世
界をリードする能力など
も身につけるべきと考え
ます。

 

7733

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

このまま
推進す
べき

若手研究者を奨励する
ことは非常に重要だと
思います。若手研究者
の間に、主体的に自ら
希望する箇所で研究す
ることは、”研究者”とな
るためにとても大切で
す。若手の間に、主体
的に研究活動すること
はたとえ短い期間であ
ったとしても、その支援
により世界に先駆ける
すばらしい成果が出る
可能性は、格段にあが
ると思います。

 

7734

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開事業

このまま
推進す
べき

上記事業は、半導体素
子を印刷プロセスにより
形成するための基盤技
術を開発するものと思
います。印刷による半
導体素子形成技術の開
発は、高生産性、汎用
性、簡便性を兼ね備え
た、革新的な半導体素
子形成プロセスにつな
がるものです。非常に
重要な事業と考えてお
ります。

 

7735
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20112

ユニバーサ
ル音声・言語
コミュニケー
ション技術の
研究開発

このまま
推進す
べき

日本語および多国語の
コーパスを収集し、その
言語モデル、発話モデ
ルを開発することは、音
声認識および通訳シス
テムを開発することがで
きます。 
その基盤成果（データ
ベース、モデル）が公開

本研究開発では産官学
で共有すべき言語モデ
ル、データベースを開発
しており、このまま推進
どころか、より重点的に
資本投下を行うべきと
考えます。 
特に小さな企業まもな
い会社に音声認識・翻
訳の基盤を利用するこ
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されて、多くの企業が競
争的環境中で利用する
ことができれば、国内産
業の発展に大きく寄与
するものと思われます。

とができ、開発の活性
化が進みます。官と産
の役割分担が理想的に
行えるプロジェクトと考
えます。
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